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①「経済的徴兵制」とは、貧困層の若者たちが経済的理由から軍の仕事を選ばざるを得な

い状況のことを、アメリカではそう呼ばれている。

ジャーナリストの堤未果氏が「ルポ 貧困大国アメリカ」で、この言葉を使った。

自衛隊でも「経済的徴兵制」と言える状況が、生じている。

経済的格差を受けた貧しい若者たちを自衛隊に志願させる「志願制」、「経済的徴兵制」

が進行している。

自衛官募集と貧富の「密接な関係」の表。

１５道県で５２％を占める

「一生ハケンより自衛隊がマ

シ」・・・・「一日中でプレス

機を扱うルーチンワークより

は、自衛隊の 40キロ行軍訓練

の方がマシ」という幹部自衛

官Ｃさんの言葉。自衛隊は上

下関係が厳しく、上官の命令

には絶対服従しなければなら

ないが、同期入隊や同じ階級

同士の横のつながりは強い。

出世や昇給がほとんど見込め

ないフリーターや派遣社員と

は違う。

②戦争法で、自衛隊員が海外

で殺し殺されるリスクが高ま

れば、志願者が激減し、今まで以上に貧困層をターゲットにしたリクルートが強まる。

自衛官リクルートの現状。非常勤も含めて約 2500 人の広報官が」募集業務を遂行。2010

年に年間 200億円以上の予算を計上。この広報官にはノルマ（募集目標）が課され、目標

必達のため休日返上で働いているのが現状。結果を出さないと終わり。アメリカでは、リ

クルートに失敗すると戦場の最前線に送り込まれている。

◆自衛隊リクルート・・・「経済的徴兵制」というが国家予算上、給与や福利厚生などの

経済的メリットにも限度。アメリカのように入隊すると奨学金や医療保険がもらえるとい

うメリットがあり、自動的に軍が必要とする数と量の志願者が集まってくるものでもない。

全米各地に数千のリクルートセンター（募集事務所）を設置し、２万人近いリクルーター

が地域や学校を網の目のように募集活動を展開している。自衛隊の内部文書に掲載された

広報官の１年間の業務イメージ図。
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◆強引な勧誘と「適齢者名簿」作成・・・自衛隊地方連絡部の隊員が農家を戸別訪問。そ

のやり方は、役場で適齢青年の名前を調べ、自宅を訪ねて、志願書を差し出し勧誘すると

いうもの。自衛隊が地方自治体に「適齢者名簿」を作成させることも明らかになった。

◆街頭募集から組織募集へ・・・自衛隊地連広報官による「強引な街頭勧誘」が問題にな

る。それに代わって打ち出したのが地方自治体を通じて行う「組織募集」。自衛隊法第 97

条を根拠にした。

◆学校をターゲット・・・防衛庁・自衛隊の「組織募集」の限界も認識。勧誘対象者の情

報を把握する手段として、市町村に作成を依頼する「適格者名簿」と職業安定所（現在の

ハローワーク）や学校（高校）を開拓。

◆厳しい募集環境の中で隊員を確保する方策・・・2014 年退職者増、志願者減、2015 年

度も志願者減、防衛大学卒業者の任官拒否増(419人中 47人 '12年 4 人 '14/10 '15/25)。

◆自衛隊のインターンシッププログラム構想・・・企業の採用予定者を一定期間、任期制

自衛隊員として採用する枠組みの創設。前原金一・元経済同友会事務局長発言「無職が原

因で奨学金返済を延滞している若者を自衛隊に入れればいい」。

◆自衛官は使い捨て 国策のための資源・・・自衛隊の海外での軍事行動を大幅に拡大す

る戦争法成立で、「経済的徴兵制」の意味が専守防衛時代から大きく変化。「経済的徴兵

制」とは、国土防衛ではなく、富める者たちの利益のための海外での戦争に、貧しき者た

ちの命が「消費」されることだ。それは不正義以外の何物でもない。

国家総動員。民間企業の協力体制の構築、自衛官補の確保。(有事での民間船員活用計画)


